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• 保険会社は、迫り来る世界的景気後退の脅威、ロシアのウクライナ侵攻による継続的な影響、長引く新型コロナウイ

ルス感染症の懸念など、成長と収益性を阻害し得るさまざまなマクロ経済上、地政学上の課題に直面している 

 

• しかしながら、従業員のリモート勤務化や、顧客やチャネルのオンライン対応化など、パンデミック中に効果的な切り替え

を行うことができた保険会社は、より機動的なデジタル・インフラを活用し、カスタマイズされた商品、チャネル、サービスを

求める新たな期待によりうまく対応していくことができるだろう 

 

• 従って、保険会社は戦略計画、投資の優先順位、予算決定において、この数年間で確立した創造性を伴いながら適

応する気運を維持することに努め、システム改善や人材育成、文化の醸成を加速し、より能動的かつ革新的に、そし

て顧客を中心に据えて行動していくべきである 

 

• テクノロジーおよびその結果として引き起こされたリスク選択と価格設定の改善は、引き続きボトムライン改善の主な原

動力になるとみられる。その一方で、保険会社は今後、より広範なサステナビリティ関連の重要課題に対する対応状

況によって、ステークホルダーから評価される傾向が強まると予想される。気候リスク、多様性と包摂性、社会的公平

性、透明なガバナンスといった事項はすべて、人材、投資家、市場シェアを獲得する競争上の差別化要因となる可能

性がある 
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保険会社は長期的な改革に 
向かうべきである 
 

 

ここ数年間、必要性はまさに保険業界の改革の母となり、

ほとんどの保険会社が、パンデミックがもたらした障害を乗

り越えるために目覚ましい適応力と強靭性を発揮した。こ

れは、新型コロナウイルス感染症流行以前に、システムや

機能をアップグレードする新たなテクノロジーや人材が導入

されていたおかげでもある。 

しかし、それはまた、多くの場合最も困難な状況下で、将

来的な可能性や有用性があるかもしれないものから、パン

デミック中に事業を継続するために早急に変更しなければ

ならないものへと、その視点やアプローチが、大きく変化した

ことも関係しているだろう。そうした環境では、変革の動き

に対する逆風が追い風に変わることも多く、特にテクノロジ

ーと人材の変革が進んだ。これらが相まって適応を遂げた

多くの保険会社は、この先の困難な状況に耐え素早く回

復する能力が高まっていると考えられる。 

しかし、だからといって保険会社が現状に安住していられる

時ではない。インフレ、金利や損害コストの上昇、迫り来る

景気後退の脅威、気候変動、地政学的混乱といった問

題により、保険会社の強靭性が試されることになりそうで

ある。保険会社は、InsurTech企業のほか、オンライン小

売事業者や製造業者といった保険業界以外からの新た

なタイプの競争相手の参入によっても試されることになるだ

ろう。 

保険会社はむしろ、従業員のリモート勤務化、顧客対応

のオンライン化への移行を、ほぼ一夜で成し遂げた勢いを

維持するべきである。業界標準の経営モデルの中心に顧

客中心主義を据えながら、現在進行中のイノベーションの

文化を継続するためには、より根本的な見直しを検討す

る必要がある。このマインドセット変化の実現は、保険会

社がいかに迅速かつ効果的に次のことを行えるかにかかっ

ている。 

• クラウドへの移行など、業務変革の基盤作りから、イ

ンフラやテクノロジーのアップグレードによる価値・恩恵の

完全な実現への移行 

• 規制当局やその他の業界の監督者の要求に対応す

ることから、より能動的にチャネルや保険契約者の期

待を見越して充足することへ移行することで、競争が

激化する市場で差別化を図る 

• リスクおよびコスト削減といった従来の重点を拡大する

とともに、継続的なイノベーションや競争上の差別化、

利益ある成長を推し進めるような試みやリスクテイクを

より優先する 

保険会社は、従業員のリモー
ト勤務化、顧客対応のオン
ライン化への移行を、ほぼ一
夜で成し遂げた勢いを維持
するべきである 
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保険会社へのインタビューや、さまざまな保険会社と協働

したデロイトの直接の経験から、上記の新たなアプローチは

戦術的な微調整以上のものであることが示唆されている。

保険会社が、1) いかに人材を採用し、維持し、最適化

するか、2) いかに顧客に対応し、商品・サービスのカスタマ

イズや販売を行うか、3) いかにして社会の最優先課題で

ある環境・社会・ガバナンス（ESG）の問題と、自らの伝

統的なトップラインとボトムラインの問題とを両立させるか、

という点においても文化の変化を求められよう。 

本レポートでは、この不安定さを増す経済のなかで損害保

険、生命保険、団体保険の保険者が直面する課題を取

り上げながら、成長機会に言及する。ノンオーガニックな成

長の可能性にも触れ、合併・買収環境についても考察する。 

ただし、言及するのは主に大局的な業界共通の検討課題

で、保険会社が直面する可能性の高い人的資本、テクノ

ロジー、サステナビリティに関するものであり、これらは全て、

最終的に競争上の差別化要因となる可能性がある。 

予見し得ない新たなワイルドカードの登場も予想されるが、

それは保険業界にとってほぼ制御不可能なものであり、

保険会社の速やかな適応能力がさらに試されることになる。

しかし本レポートは、保険会社が制御できる、または制御

すべき中核的分野に焦点を絞り、急速に進化する市場に

おいて、2023 年だけではなく、すでに大荒れの 2020 年代

の残りの期間にわたり、いかに展望をもって事業を運営す

るかを主題としている。 
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インフレは損害保険会社の価格と 
トップライン成長を押し上げる一方、 
収益性に課題をもたらす 
 

 

ここ数年で最も大幅な保険料率の引き上げが行われたた

め、大半の損害保険会社において増収は課題とはなって

いない。ただし、全保険種目、各国市場で同水準の増収

となったわけではない。例えば、企業向け保険の成長は概

して個人向け保険より堅調となり、住宅所有者向け保険

の保険料の伸びは個人向け自動車保険の保険料よりも

急速かつ大幅なものとなった。足元の競争環境やマクロ

経済、地政学的状況を踏まえると、こうした傾向は2023

年も続く可能性が高い1。 

一方で、2021年における世界の損害保険料収入の

6.3％の増加のうち3分の2を欧州と北米が占め、アジア

（特に中国）が損害保険セクターの拡大の大半を占め

るという近年の傾向からは大きく変化した2。また、欧州の

中でも成長は一様ではなく、ドイツの保険会社は低調な

経済のなかでも2.4％の増加を記録した3。同じことが価格

引き上げの傾向にも当てはまり、価格引き上げはやや鈍

化しているものの、依然として過去と比較して高い傾向に

ある（図表1）。今年、第2四半期の保険料率は平均し

て英国が11％、米国が10％の上昇となったのに対し、欧

州大陸は6％、アジアは3％の上昇にとどまった4。 

価格の引き上げは、保険料収入が増加し、米国全体の

連結剰余金が初めて1兆米ドルを上回った要因の一つで

あるが5、その一方で、インフレは大半の市場で損害コストの

急上昇をもたらしており、保険引受の収益性を蝕んでいる。 

5月12日時点で、平均再調達価額は16.3％上昇し、消

費者物価指数上昇率の2倍近くとなっている6。これに加

えて、訴訟頻度が高まりや賠償責任の定義の拡大、特に

米国では陪審団からより高い補償の裁定が下されるなど

原告に有利な法的判断が下されやすいといった社会的な

インフレの影響が継続していることが、損害コストを増大さ

せている7。 

2021年には米国における損害保険会社が、収入保険料

の堅調な増加にもかかわらず、38億米ドルの正味保険引

受損失を計上したが、大規模気象災害とサイバーリスク

の影響増大とともに上記要因が損失計上の大きな原因

となった可能性が高い8。こうした影響は今年そしておそらく

2023 年 も 続 く と 見 込 ま れ る 。 S&P Global Market 

Intelligenceは、2022年には、元受収入保険料の9.8％

の伸びが予想されるにもかかわらず、インフレのために米国

のコンバインドレシオが5年ぶりに100％を上回ると予想し

ている9。 
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図表1 

企業向け保険種目の価格と保険料収入は急上昇している 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出所：i. Marsh、「Global commercial insurance rates continue moderating trend as pricing up 9% in second quarter of 
2022」、プレスリリース、2022年8月1日、ii. 米国再保険協会（Reinsurance Association of America）、「Quarterly underwriting 
and operating report」、2022年5月27日、iii. Gallagher Re、「Gallagher Re global (re)insurers’ financial results report for Q1 
2022」、2022年5月31日、iv. ホールセール・スペシャルティ保険協会（Wholesale & Specialty Insurance Association）、「2021 
stamping office premium and transaction report」、2022年1月25日、v. Lloyd's、「Lloyd’s reports return to profit and a 
resilient capital position in 2021 results」、2022年3月24日 
 

再保険料率の上昇と安定供給性の低下は、市場のハー

ド化にもつながり、元受保険会社の事業費を増大させて

いる。損害コストに対するインフレの影響の懸念と、再々

保険カバーの不足を受けてキャパシティが取り下げられたた

め、年度途中の財物再保険の契約更新は特に厳しいも

のとなった10。Reinsurance Newsによる調査では、77％

の回答者が、多くの保険会社が希望する補償レベルを確

保できないと予想していた11。 

保険会社とその仲介者は、多くの企業向けおよび個人向

け保険の顧客が、インフレによる広範なコスト圧力への対

策として補償を縮小したり保険契約を失効させることを認

めたりするといった見通しに直面する可能性もある。 

Guidewireが調査した英国消費者の約半分は、生活費

上昇への対応として保険支出を少なくとも多少削減する

可能性が高いと回答した12。 

能動的な損害保険会社には機会が
ある 
このような問題を抱える経済状況のなかでも、オーガニック

成長と業務効率向上によりトップラインおよびボトムライン

の業績を改善できる機会はいくつもあるだろう。 

例えば、中小企業向けの保険市場は改革の時期に差し

掛かっているとみられ、デロイトグローバルが調査した多くの

保険購入者は、世界の保険会社に対し新タイプの保険

 

2022年の価格／保険料は 
上昇 

2021年のスペシャルティ 
市場の販売iv 

ロイズの2021年の 
業績v 

• 総収入保険料が10％以上
上昇  

• コンバインドレシオが17ポイント
改善して93.5％に 

• 2020年は27億ポンドの損失
に対して、17億ポンドの保険
引受利益 

• 米国の超過サープラスライン
の保険料は、スタンピングオフ
ィスがある15州で22％増加 

• 非標準的市場で取引される
リスクの増加により記録的な
金額（510億米ドル）と取
引件数（530万） 

• 第2四半期の世界の価格は
9％上昇（19四半期連続
で上昇）i 

• 第2四半期のファイナンシャル
ライン／専門職業人向け保
険は16％上昇i 

• 第2四半期のサイバー保険
料率は米国で79％、英国で
68％上昇i 

• 第1四半期の再保険料は
米国で27％ii、世界で平均
11％上昇iii 
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契約、条件・価格・支払方法に関するより高い柔軟性、

条件・価格・支払方法に関するより高い柔軟性、より総

合的なロスコントロールサービスを求めている13。特にサイバ

ー保険は需要が高いようだが、2021年のランサムウェアの

頻度は2019年比で235％増、平均ランサムウェアに関連

する支払額は同じ2年間で370％の急増となっており、保

険会社としては慎重に進めるべきである14。 

また、ロンドン国際保険・再保険ブローカー協会（LIIBA）

によると、ロンドン保険市場は、炭素排出ネットゼロの達

成を目指す保険契約者のために世界的なグリーンエネル

ギーへの移行を補償するだけで、規模が2倍になる可能性

がある15。LIIBAのCEOであるChristopher Croft氏による

と、世界の保険購入者は2030年までに毎年、移行にか

かわる保険関連コストとして、追加的に1,250億米ドルを

支出することになるという。同氏は「その1,250億米ドルの

うち相当部分がロンドンに来る場合、今後数十年にわた

りロンドン市場とロンドンの地位が変容することになるだろ

う。」と述べている16。 

個人向け保険種目では、自律走行車の台頭により何十

億もの保険料が製造物・専門職業人賠償責任保険に

向かうという懸念（事故時の過失は運転者ではなく、自

動車を走行させる技術およびソフトウェアにある可能性が

あるため）については、自動運転技術は未だほぼ試験的

な段階にあるというレポートを踏まえると、近い将来、現実

となる可能性は低いと思われる17。しかし、自律走行車が

路上で増加するなか、自動車保険の保険会社は、分割

された補償の設計を検討すべきである。それはおそらく、既

にライドシェアの運転者向けに販売されているような、個人

での使用時は個人向け自動車保険が適用され、業務上

の運転時は別の企業向け保険が有効になるというハイブ

リッド保険契約に類似したものとなるだろう。自律システム

が作動している時点と運転者が制御している時点で分岐

された同様の保険契約の販売が考えられよう18。 

他の商品やサービスの販売時点で補償が購入されるとい

う組込型保険の市場の成長を取り込むために、提携の可

能性を探る保険会社も増加すると見込まれる。総保険

料は2030年までに6倍の7,220億米ドルに達し、中国およ

び北米が世界市場の3分の2以上を占めると予想される19。 

金銭的価値のある非物理的財産である無形資産の世

界も拡大しており、暗号通貨や非代替性トークン（NFT）

から、メタバースでの仮想活動まで、補償の対象となる新

た な エ ク ス ポ ー ジ ャ ー が 生 み 出 さ れ て い る 。 Aon と

Ponemonの調査によると、現在、そうした資産のうち保

険がかけられているものは17％にとどまっている20。 

そのほかで需要が高まりそうなスペシャルティ保険種目とし

て、大麻の提供者・包装者・販売者向けの幅広い保険

が含まれる。医療・娯楽用の使用を合法化する米国の州

が増加しているためである。Vantage Market Research

のレポートによると、2020年における世界の合法的市場の

規模は200億米ドルと評価されており、2028年までに

1,290億米ドルまで成長すると予想されている21。 

保険会社はまた、商品のイノベーションにとどまらず、業務

効率や価格設定の精度、保険金請求管理、顧客体験

を向上させる技術変革の取り組みを加速させるべきであり、

それらの取り組みと並行して、保険引受22と保険金請求23

に関する従業員の能力を極めて高いレベルに引き上げる

努力も行うべきである。これは、保険会社が新たなデータ

や分析ツール、人工知能からクラウドまでさまざまな支援

技術を意のままに駆使し、それらの潜在的な能力を最大

限に発揮させるために役立つだろう。 

変動費から固定費に変換するとともに、人的資本からサ

イバーセキュリティに至るまで各種分野のより豊富な経験と

専門知識を提供するために、非中核的機能のアウトソー

シングを検討する保険会社が増加することも考えられるだ

ろう。
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生命保険会社の変革は持続可能な 
成長の鍵となる可能性が高い 
 

 

 

生命保険セクターの変化は往々にして遅いペースであるも

のの、変容が進行している可能性はある。パンデミックの

影響が残り、企業の所有権や商品構成は進化し、インフ

レと金利が急上昇し、消費者の期待は高まりかつ多様化

している。 

こうした動向に対応するため、保険会社はパンデミックを切

り抜けるために用いた受動的な施策からの転換が必要と

なる可能性がある。自らの変革と運命をコントロールするた

めに保険会社は、パンデミックに促されたデジタル強化のさ

らなる推進であれ、新たな商品やサービス、販売方法の導

入であれ、あるいは新たな顧客のニッチ分野の発掘であれ、

能動的に行動していくべきである。 

パンデミックの影響による2020年以降の保険料の急激な

伸びは、徐々に弱まっているようである。世界の生命保険

の保険料の成長はインフレによる可処分所得への圧力と

金融市場のボラティリティを主因として、2022年には実質

ベースでやや縮小（マイナス0.2％）すると予想される

（図表2）24。2023年には、インフレ圧力の緩和と経済

環境の改善により、先進国市場、新興国市場ともに世

界の保険料は回復し、実質ベースで推定1.9％の増加が

予想される25。 

従って、事業環境が変化するなかで、生命保険セクターが

持続可能な成長を遂げていくためには、未開拓な市場や

これまでの開拓が不十分であった市場を探し出すことが必 

図表2 

今年は多くの地域で生命保険の保険料
が実質ベースでやや縮小すると予想される
が、新興国市場（中国を除く）は、インド
の6.6％増を筆頭に増加すると推定される 

2022年予想 
世界 -0.2% 
北米 -0.4% 
欧州 -1.1% 
アジア／太平洋 0% 
中国を除く新興国市場 3.5% 
中国 -9% 

出所：Sigma 4/2022、「World insurance: inflation risks 
front and centre」、Swiss Re 
 

要と思われ、そのためにはこれらのさまざまな地域や顧客セ

グメントごとの要件に合わせ商品・サービスをカスタマイズし、

販売方法を革新していくべきであろう。 

米国の消費者調査によると、回答者のニーズと希望はデ

モグラフィック属性により大きく異なることが明らかとなった。

例えば、調査対象の中で最も若い年齢層と最も所得の

低い層はそれぞれ死亡保障商品の価値と特徴に最も馴

染みが薄く26、最も所得の低い層と最も年齢の高い層は、

仲介者とのやり取りに加えて、あるいはその代わりに、デジ

タルやオンラインの選択肢を用いることを最も苦手としてい

た27。 

 

 



世界の保険業界は長期的な成功実現の岐路にある 

9 

アジア太平洋地域では、消費者調査の回答者の3分の2

が、オンライン機能は生命保険購入の重要な基準である

と回答したのに対し28、米国の消費者調査では、生命保

険購入にオンラインチャネルを利用することに前向きな回

答者は約3分の1にとどまった29。デジタルの利用に気が進

まない消費者でも、商品とその価値をよく理解すれば抵

抗感がなくなる可能性もある。金融リテラシーを高めるため

に保険会社は、十分なサービスを受けていない人々に対し

新たに教育を施す手法を模索することを通じて、オンライン

の利用を推進することができるだろう。これは、死亡保障の

価値を理解していない層に限った話ではない。商品への

信頼性が高まれば、オンラインの手段がより快適なものと

なる可能性があるため、このことは、より高度な商品を理

解することで恩恵を受ける可能性がある層にも注力するべ

きことを示している。透明性、ビジネスの容易さ、取引の即

時性、高度にカスタマイズされた体験など、顧客の期待は

高まっており、保険会社は、パンデミックを契機として進ん

だデジタルイノベーションをさらに強化し、その価値を最大

限に発揮させるべきであろう。 

金利の上昇により、生命保険会社がより魅力的なM&A

のターゲットとなる可能性もある。将来の利回り上昇が予

想され、商品の価格設定と収益性の双方に貢献する可

能性があるためである。実際、旧来の生命保険事業を売

却し、保障の提供者から、手数料ベースの資産預かり・管

理者、従業員福利厚生の販売者への転換を進める生

命保険会社は引き続き現れると見込まれる。プライベート

エクイティ（PE）がスポンサーとなっている保険会社を含め、

多くの保険会社は、流動性がより低く利回りがより高いだ

けでなく、リスクもより高い資産の運用により、事業の資

産利回りを高めようとしている30。上場生命保険会社に

対する買収の機会については、株価に内在する通貨の下

落リスクが妨げとなる可能性がある。しかし、PEがスポンサ

ーとなっているプラットフォームは、成長を維持するために再

保険を含む事業構造を獲得する必要があるため、M&A

市場は引き続き活発に推移すると思われる。 

利回りのボラティリティも、保険会社が2023年に向けて検

討するべき事項である。例えば、既存ポートフォリオの利回

りが代替的な投資商品に比べて低ければ、顧客はより高

いリターンを求め、保険会社の顧客減少または保険契約

の解約増加につながると考えられ31、これにより、資産負

債管理能力への関心と圧力が高まる可能性がある。 

インフレは生命保険会社にとって両刃の剣となることがある。

インフレには好都合な面もあり、運用利回りや、年金その

他の金利感応度の高い資産のスプレッドを向上させ、これ

らの商品の販売を押し上げる可能性があるためである32。

その一方で、営業経費、人件費、事務管理費が利益を

圧迫することになるだろう。実際、Manulife Financial 

Corpは今年、30年ぶりの高水準となったインフレによるコ

スト増加を相殺するために、保険料を引き上げようとして

いる33。インフレ圧力は新興国市場で最も高まると予想さ

れるが、英国、欧州連合（EU）、米国にも多大な影響

を与えると思われる34。
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状況が変化するなか団体保険の 
保険者は革新的になっている 
 

 

 

北米市場の「団体保険」は引き続き大きな成長機会とい

える。 

デロイトは保険業界のエグゼクティブとの議論を通じて、生

命保険の損害率と短期所得補償保険の事故発生率は

依然として高水準ながら、パンデミック関連の深刻さが低

下し、新型コロナウイルス感染症以前の水準に戻りつつあ

ることを確認した35。新型コロナウイルス感染症の最盛期に

は減少していた歯科治療に関する請求も、ロックダウン以

前の生活様式再開に伴い平常の水準に戻りつつある36。 

一方、保険業界全体の指標が安定化し始めていることか

ら、今後保険会社は新たな課題に対していかにして順応

するかという問題に取り組んでいくことになると予想される。

例えば、競争の激しい市場で差別化ができる持続可能で

新しい成長分野を見つけ出すことや、多世代にわたる従

業員の多様かつ変化する期待に応えることなどである。 

長期的なオーガニック成長を追求する企業は、より包括

的な従業員福利厚生パッケージに対する需要の高まりに

対する対応を検討するかもしれない。多様な従業員層に

対する画一的なプランを提供する従来の方法から脱却し、

目的ごとの個別の取引や契約ではなく、健康・富・ウェル

ネスなど幅広いライフスタイルを包括的に扱うサービスの提

供が必要になると見込まれる。 

商品ラインナップの拡大を促すために、多くの保険会社は

他の提供者や第三者ベンダーとの提携関係を構築し始

めている。しかし、団体保険販売エコシステムにおいてさま

ざまな参画者間で摩擦が生じるような場合は、それらを排

除することにも気を配らなければならない。雇用者のデータ

を従業員が生成した情報と組み合わせることができれば、

よりカスタマイズされた体験とオーダーメイドのサービス提供

の基礎となり、それにより長期的な信頼関係を構築しなが

ら福利厚生への幅広い加入を促進できる可能性もある37。

例 え ば 、 Guardian Life で は 、 Noyo や Ideon な ど の

InsurTech企業と提携し、データ交換の標準化により保険

会社と他の提携先間の連携を可能にしている38。 

団体保険の保険者は「as a service」ソリューションの開発

により、潜在的な競争優位性を探ることもできよう。例え

ば、ニュージャージー、マサチューセッツ、コネチカットなどのい

くつかの州では、雇用者に対し有給の家族休暇・医療休

暇の負担を求める動きがますますみられる39。こうした各州

の多種多様な要請の微妙な差異をかじ取りすることは、こ

れまでは大規模な多国籍企業が抱える難題であったが、

現在では多数の場所にいる従業員がオンラインで業務を

こなす小規模な企業でも問題となっている40。 

あらゆる規模の雇用者のために、このつぎはぎ状態にある

休暇義務に関する法律を管理することは、団体所得補

償保険の保険者に新たな手数料ベースの収益源をもたら

すだけではなく、このような顧客のペインポイント解消に取

り組む保険会社の競争優位性も高める可能性がある。 

また、チャネルからさらなるイノベーションを求める圧力が高

まる可能性もある。ブローカーは、保険会社があらゆる活動

においてデジタル化・オンライン化のテクノロジーを提供するこ

とで、自らの生産性を高めてくれることを期待している41。保

険会社は技術力を強化することで、ブローカーや雇用者と

より多くのデータを共有し、有意義な福利厚生の選択肢

の設計や従業員のより健康な生活の支援が可能となる。

そして、それらの活動が、保険金支払いの削減へとつなが

るだろう。 
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人的資本の展望： 
保険会社は激しい人材争奪戦を 
勝ち抜くため、職場のあり方や企業 
文化の再構築を求められる 
 

 

パンデミック中に強いられた業務のオンライン化は、従業員

の期待に革命的な変化をもたらし、多くの伝統的な雇用

モデルを一変させた（図表3）。現在では、仕事の柔軟

性や質、仕事の意義、キャリアパス、金銭的な健全性、

包摂性が、多くの従業員の願望の重要な部分となってい

るとみられ、入社、勤務期間、退社の条件とされることが

増えている。 

これは保険業界に限ったことではないが、従業員の高齢

化42と保険業界の保守的な評判もあり43、スキル人材の

獲得は、保険会社にとって重要な課題となっている。人材

獲得は、同業他社だけではなく、より最先端の他業種と

も争っている。 

考え方と文化の転換が、人材を惹
き付け、保持するために役立つ可能
性がある 
就職先としての魅力を高める何らかの新たな変化がなけ

れば、保険会社は2023年まで従業員の確保と維持に苦

戦する可能性がある（図表4）。

 

図表3 

従業員の期待の変化により「あるとよい」条件が「すべて必要」に押し上げられた 
 

 

 

出所：デロイトによる分析

 
  

 
 

「すべて必要」 

多様性・公平性・
包摂性に対する 

行動を伴う雇用者
のコミットメント 

場所・時間・ 
役割の柔軟性 

合的なパッケージ：
短期・長期的な金
銭面に対するニーズ 

キャリア向上の道筋が 
ある動的なキャリア特性 

企業の社会的責任 
個人的事情に利用
できる有給休暇／
休業サポート 

「あるとよい」 

役割と責任 
勤務時間 
勤務地 
 
給与 
保険 
退職基金 

DEI 

柔軟性 

勤務の内容 

報酬＋福利厚生 
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図表4 

企業文化の変革により、魅力的な就職先となることができる 
 

 

 

 

 

 

 

 

出所：デロイトによる分析 

 

ロックダウンにより在宅勤務が広がり、保険会社も相応の

対応を行ったが、その状況は、組織が人的資本戦略のど

の要素を維持し、変更し、切り捨てるべきか能動的に決

定しなければならない転換点に達している。 

多くの保険会社は依然として検証と学習の段階にあり、

各機能がシナリオのいずれに適合するかを判断するべく特

徴を分析する（図表5）とともに、個々の従業員が未来

の働き方（FOW：Future Of Work）領域のいずれに属

するかを理解しようとしている。これは一回限りの戦略とい

うよりも、継続的な道程となる可能性がある44。 

 

図表5 

保険会社はさまざまな未来の働き方のシナリオを考え、最適なバランスを見つけだそうとしている 
 

 
出所：デロイトによる分析 

 

魅力的な 
文化を醸成 

職場への誇り 
従業員が仕事と職場に誇りを 

感じられるミッションを掲げる 

研修／スキルアップ 
勤務時間に研修を組み入れ、 

参加を奨励 

新入社員の適応 
定着を促進する導入研修・指導

への新たなアプローチ 

柔軟性 
機能／個人的ニーズに基づく 

リーダーの介入 
優れたチェンジマネジメント 

広範囲の採用 
多様な従業員を活用 

エッセンシャルワーカーは 
毎日出勤 

出勤日の方が多いことを 
目指す（3 日以上） 

完全在宅 
勤務 

在宅日の方が多いことを 
目指す（出勤は 2 日以内） 

出勤 

ハイブリッド／ 
出勤 

ハイブリッド／ 
オンライン 

オンライン 
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従業員の概念が理論的なものから実務的なものへと変わ

るなか、リーダー層や経営陣が従業員の変化に備えるうえ

で、組織全体の文化の変革が必要となる可能性がある。

単に社内にいることのみを求め出勤を強いることは、人材

を惹き付け維持するという視点で考えると、もはや困難か

もしれない。出社を促すためには、対面での協働、問題解

決、チーム構築の利点を伝えることが重要となるだろう。 

有望な人材は引く手あまたで、職場の境界が薄れている

ため、新たな従業員の発掘や確保に関して考え方を変え

ることが必要となるだろう45。 

保険会社は、オンラインでの業務が可能な機能に関して

は、あらゆるグローバルな場を活用しスキルを持つ人材を発

掘すると同時に、従業員の多様化を推進することが可能

だろう。家庭での子育てから仕事に復帰する人材、退職

者、ギグワーカー、ニューロ・ダイバーシティな応募者は、従来

ターゲットとされていなかった未開拓の労働力プールである。

Zurich UKは、全く新しい人材プールにアクセスするために

パートタイム勤務の取り組みを開始し、開始以来、応募

数は3分の2以上増加し、働く親や介護中の人々、仕事

の掛け持ちやほかにやりたいことがある人材にも恩恵をもた

らしている46。 

 

「我々はリーダーとして、他者を育成する際にメンター・コーチの役割がいかに重要かを知っている。優れたメンター・コー

チとなるためには信頼と人間関係が必要であり、それは同僚に直接会うことで最もうまく構築されることが多い。だが

同時に、パンデミックにより、多くの職務・作業はリモートにより生産性が高まることも証明された。リーダーにとっての課

題と機会は、仕事の内容と、従業員の生産性を最も高める方法をよく理解し、それに応じてハイブリッドのアプローチ

を設計することである。」 

— Definity 社、senior VP & chief human resources officer、Brigid Pelino 氏 

「企業は、この新たな環境においてもリーダー層が主導できるように準備させる必要があるだろう。多くの人々は極めて

伝統的なキャリアパスをたどってきており、従業員のニーズや期待の変化を理解できていない可能性がある。成功に向

けては、リーダー層を教育する必要があると考えている。」 

— Gore Mutual Insurance 社、chief people、Sonia Boyle 氏 
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また、業界特有の狭い応募資格に固執するのではなく、

現在の職務内容の記述を見直すことによってより幅広い

スキルベースの採用を行い、新たな人材チャネルを開くこと

もできるだろう。パンデミック中に解雇された多くの客室乗

務員は、好調な香港特別行政区の保険業界で新たな

仕事を見つけた。これは、対面で接客を行う訓練と経験

を積んだ人材として、大手保険会社数社に採用されたも

のである47。 

保険会社は、業界外から人材を取り込むことができるよう

企業文化を変革する必要があるだろう。これは、より多く

の人々が働くこととなるオンライン環境ではより困難かもし

れない。新入社員が単なる働き手ではなく会社の一員で

あると感じられるように、導入研修や指導、研修48への新

たなアプローチが必要となる可能性がある49。 

スキル採用の間口を広げることは、保険会社にとって総合

的にプラスとなる可能性がある一方で、業界の境界が薄 

れることで、保険業界全体で従業員の定着と離職がより

大きな悩みの種となるおそれもある。 

組織にとっては、現在の従業員の新たな要望を理解し投

資することが重要である。Lincoln Financial Groupで行

われた最近の従業員調査によると、調査に参加したほと

んどの従業員が引き続き自分のキャリア開発に投資した

いと考えていることが明らかとなった。その一方で、多くの

人々が家庭と職場で優先すべき事項が常に存在するた

め、キャリア開発に充てる時間を確保することが難しいと

回答した。Lincolnは、学習機会を容易にアクセスできる

ものとし、従業員が勤務時間中に自分自身とそのキャリ

アに投資する時間を持てるよう取り組んでいる50。 

組織は、従業員がスキルを習得した後のことについても、

透明性の高いキャリアの道筋の提示や需要が高いスキル

のレベルや競争に適した評価方法を考案するといったこと

を再考できよう。 

 

「我々は雇用を長期的に見ており、大学を卒業したばかりの人材の採用に投資し、社内で成長できるよう現場で訓

練をしている。若い世代の人口が縮小している中、勤務時間のわずかな調整やフレックスタイムが、女性や退職者、

フリーランサーその他の多様な集団への訴求に役立つ可能性がある。」 

— Prudential Japan 社、VP staffing and executive assessment、Jana Fallon 氏 
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ほとんどの従業員は、自分に意義と誇りを与えてくれる組

織に所属することも望んでいる。Gore Mutual Insurance

は今年の初め、同社が大切にする3つの柱を中心とする

存在意義を明確化した。それは「良くあれ、良いことをせよ、

良いことを広めよ」というもので、それぞれ、ウェルネス・多

様性・包摂性、優れた顧客体験、コミュニティへの投資と

ESGを指している51。 

地域や業種の境界が曖昧になっていることや従業員の期

待が変化していること、あらゆる勤務環境を支えるデジタ

ル化が急速に進んでいることを踏まえると、将来の人材と

の対話においては、マインドセットと企業文化の変革が問

われることになりそうである。企業文化の変革は新たな人

材やスキルを惹き付け、取り込むことができるだけではなく、

長期的なキャリア形成のために魅力的な勤務環境を提

供することにより従業員を維持するためにも、重要なことで

ある。 

 

「特にハイブリッド勤務環境において重要な投資の一つは、評価であった。これは、従業員からの意見によるもので、

重要な瞬間を認められ、賞賛されたいという願望がある。」 

— Lincoln Financial Group 社、executive vice president, chief people officer、Jen Warne 氏 
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テクノロジーの展望： 
インフラ投資から価値実現へと移行し
ていく 
 

 

ほとんどの保険会社は、パンデミック中にデジタル化計画

を本格的に実施し、ほぼ一夜にして従業員の勤務をリモ

ートに、顧客対応をオンラインに切り替えた。全体としては

これまでのテクノロジー変革は社内効率の向上と市場投

入速度の加速に主眼を置くことが多かったのに対し、今で

は多くの保険会社が、顧客体験の向上とデータ・分析能

力の強化に対する投資へとその重点を移行し始めている52。

保険会社にとっては、テクノロジー・インフラ投資の効果をよ

り十分に発揮させ、さらに俊敏で革新的な顧客中心主

義の企業となることが、2023年以降の目標になると見込

まれる。 

保険会社はこれまで往々にしてテクノロジーのモダナイゼー

ションに対して、個別のシステムごと、機能ごと、アプリケー

ションごとに変革するというような、スコープをコントロールす

るアプローチを行ってきた53。投資決定の判断は、顧客体

験の向上による長期的な競争力獲得ではなく、主に短

期的な予算と実現可能性に基づいて行われてきた54。 

従って、視点と優先順位の根本的な変化は既に進行し

ているはずである。IT優位のインフラプロジェクトを未だ実行

中の保険会社は、変革イニシアチブのリーダーを事業部門

や各部署の責任者に移行し、CIOとCTOが協力して支援

する役割を担うべきである。テクノロジー戦略と投資は、顧

客の属性、商品サポート、付加価値サービスの面で保険

会社の差別化を図ることができるように調整し、持続可能

な成長と収益性につなげるべきである。 

InsurTech企業は2つの根本的な方法でテクノロジー変革

の加速に貢献している。まず、伝統的な保険会社は既に、

設立時から顧客中心に設計された独立系InsurTech企

業との競争激化にさらされている。同時に一方で、多くの

保険会社は、保険引受、保険金請求、オンライン販売プ

ラットフォームといった対顧客機能に関して、InsurTech企

業が提供する個別の特化されたソリューションから恩恵を

受けている55。 

InsurTech企業に対する投資は2021年に急増し、172億

米ドルと、前4年間の合計額をやや下回る水準の資金を

集めた（図表6）。これは、パンデミック中にデジタルソリュー

ションに対する需要が高まったことと、より確立されたスター

トアップ企業が規模拡大を目指したことによる。2022年上

半期の投資は2021年には程遠いとはいえ、7月1日時点

で46億4,000万米ドルと、過去2番目に多くの資金を集め

た年間合計額を若干下回る水準に既に達している56。 
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図表6 

InsurTech投資は2022年上半期に大幅に減速したが、依然として過去2番目の高水準と
なる見込み 
カテゴリーと投資年別のInsurTech資金（100万米ドル） 

■ 企業向け保険  ■ 保険顧客獲得  ■ 保険オペレーション 

■ 保険   ■ 個人向け保険 

 

出所：Venture Scanner の2022年7月1日現在のデータ、デロイトによる分析 

 

また、データ管理および分析の成熟度の向上も保険会社

の重要な課題の一つになると見込まれる。未だにあまりに

多くの保険会社が、データを商品・サービスに関する顧客

のニーズや好みを知るための戦略的資産としてではなく、

管理すべきインフラ費として扱っている。 

デロイト金融サービスセンターが最近行った、世界的な調

査と最高データ責任者らに対するインタビューによると、「よ

り総合的なデータ管理システムにアップグレードし、機能や

事業分野の枠を越えたデータ協力を可能にすることにより、

保険会社はデータおよび分析の取り組みを、イノベーション

の加速や競合他社との差別化の強化、最終的には持続

的な利益ある成長に役立てられる可能性がある。」ことが

明らかになっている57。 

課題に対処するうえで役に立つ可能性があるもう一つの

手段は、ローコード／ノーコード・プラットフォーム、すなわち開

発者がアプリケーション・コンポーネントをドラッグ・アンド・

ドロップして統合できるビジュアルソフトウェア開発プログラム

の採用である。これは「アプリケーション開発の民主化」とも

呼ばれるが58、これらにより、手動でコードを書くことなくポイ

ント・アンド・クリック操作によりソフトウェア開発を加速し、

合理化することが可能になる。 

保険会社のCIOとCTOは、これらの代替的開発プラットフ

ォームについて、リスクとコストを抑えつつカスタムアプリケー

ションを機動的に構築する方法として検討するべきである。

これは、保険会社がエンゲージメント・プラットフォームの自

動化能力を高めながら、より迅速にイノベーションを進める

ことの一助となる可能性がある。例えば、米国に本拠を

置くXN Worldwide Insuranceは、CoverGoのノーコード・

プラットフォームを採用してデジタル変革目標を推進し、市

場への投入スピードを速めることで顧客の満足度を高めて

いる59。 

2017 年 

2018 年 

2019 年 

2020 年 

2021 年 

2022 年（上半期） 
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テクノロジーは、優先順位を社内の中核的な検討事項か

ら、社外の「顧客を中核に据える」取り組みへと変えること

を可能にするだろう。そのような顧客中心主義は、継続的

な適応とイノベーションを促進し、コモディティ化の進む市

場において競合他社と区別される保険会社となるための

助けとなるだろう。また、保険会社が従来のように取引に

かかるリスクの移転と補償に重点を置くのではなく、総合

的なリスク管理・軽減コンサルタントとしての立場を確立す

るためにも役立つだろう。 

クラウド機能は顧客中心主義への
移行を加速する 
クラウド・プラットフォームへの移行は、バリューチェーン全体

に影響を及ぼし得るという意味で、過去数年間で保険会

社が行ったテクノロジー関連の取り組みのなかで最も重要

なものであるかもしれない。保険会社は、データやシステム、

アプリケーションのクラウドへの移行に多くの時間と資金を

費やし、さまざまな機能や事業部門でより重要な機能の

アップグレードを行うための基盤を構築した。多くの保険会

社が、個別のアプリケーションの構築や設定、運用が可能

な完全にクラウドネイティブなプラットフォームの構築に着手

している。 

しかしながら、最低限のコスト削減や効率化にとどまらずに

クラウドのビジネス上の価値までを十分に発揮することがで

きずに、苦心している企業が多い。多くの場合においてレ

ガシー・テクノロジーや非クラウドネイティブのアプリケーション

の一部が残っており、相互運用性を妨げるハイブリッド・オ

ペレーティング・システムとなっていることが理由である60。 

クラウド導入による潜在的な能力を最大限に発揮させる

ためには、プラットフォーム自体を目的として捉えるのではな

く、目標達成の手段として考える必要がある。クラウドへの

移行は、さらに多くのデータ、システム、プロセスの継続的な

移行の始まりにすぎない。しかしながら、多くの保険会社

がクラウド・インフラを構築しても、レガシー・システム上のサ

イロ化された方法のアップ・アンド・リフトに過ぎない場合が

非常に多い。それでは、クラウドの能力を最大限に活用し、

業務の試行、革新、変革を行う力は発揮しきれない可能

性がある。 

クラウドは究極的には電気のように、補助的存在として扱

われるべきである。一般に、電気の力で電球が灯ることが

語られることはなく、電気が支える照明装置の強化に焦

点が当てられる。クラウドは裏方でより画期的な変革を推

進する手段となり、機能横断的な互換性の提供や、複

数のシステムやアプリケーションのより容易な統合を可能に

するべきなのである。 

旧来のアーキテクチャーも相互運用性の提供を意図してい

たかもしれないが、さまざまなシステムをプラグ・アンド・プレイ

で統合可能にするクラウドベースのモジュラー・アーキテクチャー

やAPIの方がその目標を達成する可能性は高い。 

最終的にクラウドは、機能横断的なアプリケーションとデータ

分析を通じてデジタル能力を強化し、保険契約者のニーズ

や好みに関する理解を深めることにより、保険会社の顧

客体験向上に寄与するべきである。 

しかし、ほとんどの保険会社がクラウドの採用による業務

のモダナイゼーションに着手し始めているとはいえ、特に保

険特有の分野について、データやアプリケーション、システム

のすべてをクラウド上でいかに効果的につなぎ合わせるかと

いう点では未だ確信が持てずにいる保険会社が多い。その

ため、ハイパースケーラーが提供する汎用的なプラットフォーム

の上に配置する形態で、保険引受や保険契約管理、保

険金請求、その他の保険バリューチェーン要素向けに特化

した「インダストリークラウド」ソリューションを提供する企業

が出現している。 

デロイトはインダストリークラウドの機会に関するレポートで

「インダストリークラウドは、組織が変化を受け入れる能力

を劇的に高めることができる。事前に設定された各種能力

によりデジタルの構築が促進され、エコシステム・パートナー

からの継続的なイノベーションへの投資により、利用者はよ

り高い機動性、拡張性、安定性、オプション性を得られ

る。」と、述べている61。同レポートは、インダストリークラウド

により「テック人材獲得競争が激しい環境においても、 
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社内の時間、エネルギー、リソースを最も重要かつ戦略的

な課題に集中させることが可能となる。」と付記している。 

多くの保険会社が中核システムをクラウド上に移行させた

今、次なる課題は、保険事業に特化したクラウドベースの

アプリケーションを活用したさまざまな小さな改善であろう。

ここでは、インダストリークラウド・プロバイダーが活躍し、アプ

リケーション・プログラミング・インターフェース（API）レイヤー

を作ることで、個別分野の機能性を汎用的なクラウド基

盤に対しプラグ・アンド・プレイで乗せることを容易にする。

図表7が示すように、クラウドネイティブのアーキテクチャーは

中核システムを中心とするものではない可能性が高い。む

しろ、中核自体は、フロントとバックオフィスの各種要素を

統合するより広範なインフラの一部分となる。これらのさまざ

まなアプリケーションは、クラウド上で調和的に共存し、データ

を共有し、互いにシームレスに支援し合う必要がある。 

 

図表7 

保険会社向けのクラウドネイティブのアーキテクチャーはどのようなものであるべきか？ 
アプリケーションをプラグ・アンド・プレイできる機動的なモジュラー・アーキテクチャーは、さらなるイノベーションと差別化を可能に

するだろう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：デロイトによる分析 

アプリケーション・レイヤー 

中核システム 保険金請求プ
ラットフォーム 引受 

データと分析 CRM 販売システム 

契約管理 AI と ML 

インダストリー 
クラウドレイヤー 

基本的なクラウド・インフラ 

クラウドネイティブ・システムの潜在的な利点 

• 中核システムは、クラウドネイティブ・プラットフォーム上のより広
範なエコシステムの一部分となる 

• アプリケーションはモジュール式であり、容易にプラグイン・アンド・プレ
イし、必要に応じて入れ替えることができる 

• 社内外の多数の出所からのデータを、まさに使用する時に取り出
し、容易に使用可能で、アプリケーション間で共有することができる 

• インダストリークラウド・プロバイダーが、基本的なプラットフォーム
を保険固有の用途の文脈にあてはめる 

• API レイヤーが、カスタマイズした機能をクラウド基盤の上に追
加することを容易にする 

• ハイパースケーラーが、よりセキュアな環境で、基本的なクラウド・
インフラを提供する 
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クラウドベースのインフラにより、AIやアドバンスト・アナリティ

クスなど、さまざまなアプリケーション・システムの使い勝手や

有効性も高まるであろう。これらの能力は、別システムとし

てではなく、追加される新たな技術的機能の一部としてク

ラウド内に組み込まれることでより利用しやすくなると考え

られる。デロイトのレポート「State of AI in the enterprise, 

2nd edition」は、「クラウドサービスをゲートウェイとして用い

ることにより、AIの潜在的な能力を探りアクセスすることは

かつてないほど容易になっており、先行投資は最小限で済

み、社内専門知識の必要性も低下した。」と結論づけて

いる62。 

保険会社は、クラウドを導入することで影響を受ける地理

的要因、とりわけ法規制上の違いも考慮すべきである。

例えば、EUは、特にクラウド・プラットフォームにホストされた

EU市民のデータを企業がどのように処理し保護するべきか

に つ い て 一 般 デ ー タ 保 護 規 則 （ General Data 

Protection Regulation）の基準を定めている63。多国

籍展開する保険会社をはじめとして、クラウドの選択肢を

検討する際には、世界中のデータ保有に関する法規制も

考慮に入れるべきである。 

クラウド化の道のりの次の段階、すなわち、残存するシステ

ムや業界特有の機能をクラウドに移行させそれらの相互

運用性を向上させるには、時間を要する可能性がある。

しかし、保険会社は既に、クラウド・インフラの潜在的な能

力を十分に発揮することを阻むような旧来の仕組みによる

障害を克服するための施策を講じていると見込まれる。こ

れにより保険会社は、システムの能力を増幅させるととも

にデータをよりアクセスしやすく、かつ、施策に移しやすいもの

とすることができる。そしてその後に、クラウドをイノベーション、

差別化、成長の原動力として活用することができるだろう。 

しかし、保険会社がクラウド内外でインフラとデータ管理シ

ステムのモダナイゼーションを進めるなかでは、多くの疑問が

生じることが見込まれる。サイバー攻撃の頻度が高まるとと

もに世界のプライバシー規制は拡大しており、そのような状

況に対処すべく、ITやリスク、コンプライアンス、各事業部

門、各機能の多様なステークホルダーと協力していくことが

必要となるだろう。 

例えば、データはどの地域に保管するか？アクセスのリクエ

ストと管理は適切に制御されているか？クラウド・プロバイ

ダーはデータをどのように保護しているか？アクセスはどのよ

うに監視・管理・承認されているか？保険会社はデータ資

産の生成から処分までのライフサイクル全体をどのように追

跡しているか？保険会社によるパブリック・クラウド・プラッ

トフォーム採用の増加に伴い、そうした検討事項はさらに

複雑になり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「我々は、事業全体にわたる多くのシステムを分解

しているところである。その際、データと個別機能をさ

まざまなモノリスから分離させ、クラウドネイティブ技

術を使ってそれらを各種のマイクロサービスに更改し

ていく必要がある。事業を真に変革するために、

我々は旧来の技術だけではなく社員のこれまでの

働き方も分離させている。そのような未来を築くこと

は容易ではないが、テクノロジーによって最高の顧客

体験を提供するために必要なことである。」 

 
— Prudential Financial 社、global digital 

CIO, and CIO of US retirement and 
insurance businesses、Bob Bastian 氏 
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サステナビリティの展望： 
保険会社はコンプライアンスを懸念す
るだけでなく、ESGを競争上の差別化
要因とすべきである 
 

 

世界中の多くの保険会社が、「ESG」とひとくくりにされた

環境・社会・ガバナンスの懸念がもたらす多くの課題に対

処するために、組織的なインフラを構築するための意義あ

る施策を講じている。一部の企業では報告、コンプライア

ンス、緩和の取り組みを推進する最高サステナビリティ責

任者（CSO）やそれに相当する役職を設置している64。

この任務が近いうちに楽なものになることはないとみられ、

各要素がそれぞれに難しい経済リスク、法的リスク、風評

リスクをもたらしている。 

しかし、規制当局、格付機関から、サステナビリティ評価会

社、投資家、自社の従業員に至るまで、さまざまなステーク

ホルダーが警戒感を強めるなか、保険会社がそれらのステ

ークホルダーにいかに効果的かつ透明性をもって対応でき

るかが、「ボトムラインの向上」を実現する能力に影響する

ことになるだろう65。各社のESGに関する努力が社会に与

える影響は、従来の財務諸表と同程度に重要視される

可能性がある。 

これまで大部分の保険会社は、より多くのデータと具体的

な統計的コミットメントに対して高まる要望への対応に重

点を置き、ESGの取り組みを市場開拓戦略や企業文化

の差別化要因にする機会を能動的に探すことはあまりな

かった。また、一般的に規制コンプライアンスと統合的リス

ク管理の強化に注力し、ESG思想・行動のリーダーとして

の地位を築き、差別化を図るイノベーションにはさほど力を

入れてこなかった。 

保険会社は、年次サステナビリティ報告書に示された計

画だけで判断されるのではなく、各社の取り組みがいかに

実際に1) 気候変動やその他の発生段階におけるシステミ

ックな環境リスクの影響を抑制するとともに66、炭素排出

に発生源で対処しているか、2) リーダー層と従業員の多

様化を図っているか、3) 商品・サービスの包摂性を高めて

いるか、そして4) ガバナンス態勢の透明性と説明責任を

向上させているか、によって評価されるようになるだろう。 

世界や地域の一時的な経済・政治動向が実施に影響

することもあろうが、社会意識が高まりつつある経済におい

ては上記4つの最重要目標が戦略計画、投資の優先順

位、予算決定にいかに反映されているかが、保険会社の

評判や競争上の地位を大きく左右する可能性がある。 
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商品のイノベーションとリスク移転の
提供は、気候リスク軽減の鍵となる
可能性がある 
世界のリーダーたちは、地球温暖化の重要な転換点であ

る1.5度までに気温上昇を抑えられるよう、10年間で炭素

排出量を半減させることを目指している68。パリ協定に従っ

て、化石燃料全般と、特に石炭を2040年までに廃止する

ことが求められている69。 

保険会社は、炭素集約的な産業の保険引受者としても

機関投資家としても重要な役割を担っているため、低炭

素経済への移行の先頭に立つことができる立場にある。 

まず、ネットゼロへの動きを促進すべくより多くのイノベーシ

ョンが見込まれるため、保険会社は、既存の保険契約の

微調整や新たなリスク移転商品の開発を通じて、気候変

動へのエクスポージャーの低減に貢献できる可能性がある。

例えば、サステナブルな建材を使用した改装を補償する財

物保険や、電気自動車の使用を促すための保険料割引

がある自動車保険を提供する保険会社が増加することが

考えられる70。新興の代替エネルギー産業と、よりサステナ

ブルなエネルギー源への移行を進める既存製造業者のい

ずれをも対象に、物理的リスクと移行リスクを軽減する新

たな補償やサービスを開始する可能性もある71。 

これは、社会的にもビジネス的にも有意義であろう。Swiss 

Reのレポート「SONAR 2020 risk insights」は、2050年ま

でに、炭素回収・貯留などの新興技術は、今日の石油・

ガス産業に匹敵する規模に成長する可能性があると予想

している72。 

多くの欧州保険会社が引き続き、保険引受と投資のポ

ートフォリオを通じて炭素排出を抑制する保険業界の努

力を主導している。Avivaは、2040年までにネットゼロを目

指す最初の大手保険会社であると表明し、脱炭素のタイ

ムラインを定め、科学的根拠に基づく目標（SBT）イニシ

アチブに署名していない限り、石炭や、タールサンドまたは

オイルシェールなどの非従来型化石燃料からの収益が、

5％以上を占める企業からの保険引受を停止するとした73。 

欧州保険会社の中では、気候リスクの発生源において取

り組みを実施し、気候移行計画の監視を強化するために

他社と協力関係を築く保険会社も増加している74。例え

ば、多数の欧州保険会社がネットゼロ保険アライアンス

（Net-Zero Insurance Alliance）のメンバーとなっている。

これは、世界中の保険会社を団結させる国連のイニシア

チブであり、カーボンニュートラルな経済への移行や、保険

引受による排出量を測定可能な手法の開発において、

保険会社が果たす役割を強調するとともに、イノベーション

を通じて削減方法を探し出すことを後押ししている75。

 

 

「ほとんどの企業にとって、サステナビリティ計画を有することはもはや差別化要因ではなく、顧客と従業員から期待さ
れていることである。炭素排出量ネットゼロが現実のものとなる世界へ移行するにあたり、世界的な営業基盤を有す
る当社は重要な役割を担っている。最高サステナビリティ責任者（CSO）の設置は非常に重要であるが、その効果
が最も発揮されるのは、この役職が組織内で要職として十分に認識され、その人物がビジネスのマインドセットを有す
る場合である。CSO の役割は、異なる事業間の指揮者となり、ステークホルダー全体の変革をまとめあげていくことで
ある。」 

— Manulife 社、global chief sustainability officer、Sarah Chapman 氏 
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米国の保険会社はかなりの長期間にわたり、気候リスク

の影響を抑制するための緩和と適応に取り組んできてい

るが、温室効果ガスの根本的発生源とそれに関連するエ

ネルギー移行リスクへの対処においては、全般的に欧州保

険会社に後れを取っている。これは、最近まで米国の規

制圧力がそれほど強くなかったことと、国内の政治的環境

がそれらを強く後押しするような状況になかったことによる

可能性が高い76。しかし、米国保険会社に対するステーク

ホルダーの要求は高まっており、現在では、気候リスクの影

響だけではなく、原因を抑制することがより注目されるよう

になっている。 

バリューチェーン全体で気候リスクの軽減を加速できる施策

で、保険会社が検討すべきものはいくつもある（図表8）。

新たな商品、サービス、保険料インセンティブの導入から、

意識の喚起、リスク管理サービスの拡充まで、さまざまな方

法が考えられる。 

 

 

 

 

図表8 

保険会社はどのような方法で気候リスクの軽減を加速できるか？ 
 

 

出所：デロイトによる分析 

気候リスクの 
軽減 

新たな商品やリスク管理の必要性に関する需要を検証する 

マーケティング・販売網を通して気候緩和商品とリスク管理 
サービスを推進する 

意識の 
喚起 

インセンティブ 

リスク管理 
サービスの拡充 

移行上の課題を探る 
従業員の気候リテラシー研修を行う 

保険料引下げを通じて保険契約者の
脱炭素努力を促す 
カスタマイズした補償により、低炭素技術
とスタートアップ企業を支援する 

顧客の気候緩和への理解とアプローチを改善するリスク
アドバイザリーサービスを提供する 
グリーンソリューションへの資本流入を可能にする新たな 
リスク移転商品を開発する 
 炭素集約的資産の持続可能な廃止を支援する 

気候賠償責任・環境訴訟を減少させるソリューションを
開発する 
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保険会社は、多様性・公平性・包
摂性（DEI）について、さらに迅速
に言葉を行動に移すことを求められ
ている 
一般的に数は強みとなるため、一部の業界団体と個々

の保険会社が、社会（「S」）の課題に対処し、ESGのな

かでも社会的問題への注力を促すために集団を形成して

いる。 

例えば、米国生命保険協会（American Council of Life 

Insurers）は「経済的エンパワーメントおよび人種平等イニ

シアチブ（Economic Empowerment & Racial Equity 

Initiative）」を策定し、多様性と包摂性を業界の優先

課題として次の4つの分野を推進している。1) 十分なサー

ビスを受けていない市場における安価な金融サービスへの

アクセスを拡大すること、2) 企業内および取締役会にお

ける多様性と包摂性を向上させること、3) 金融教育を通

じて経済的エンパワーメントを強化すること、4) 十分な金

融サービスを受けていないコミュニティへの投資を拡大するこ

と77。 

言葉より行動を重視する外部圧力も強まっている。全米

保険監督官協会（National Association of Insurance 

Commissioners）は、DEI問題について規制当局が動

向を把握できるようにし、より多くの行動を促すために、人

種および保険に関する特別（執行）委員会（Special 

(EX) Committee on Race and Insurance）を設置した78。 

多くの保険会社は従業員を多様化させる施策を講じてい

るが、業界全体としては、特にエグゼクティブレベルで未だ

大きな格差が残っている。 

人種・民族的に多様なプロフェッショナル人材の割合は、

業界内の新入社員層の従業員で見ると約24％であるの

に対し、上級エグゼクティブ管理職では8％にとどまる。新

入社員層では女性の方が多い（約57％）が、その中で

人種・民族的に多様な女性は12％にとどまっている。上

級エグゼクティブ管理職では女性は18％にすぎず、CEO

直属のエグゼクティブのうち、人種・民族的に多様な女性

はわずか3％である79。 

保険会社はDEIの取り組みと成果を高める社内の選択

肢を検討するべきである（図表9）。 

人種・民族的に多様な人材の採用活動を強化するため

に、保険会社が参加可能な既存プログラムはいくつかある。

例えば、米国損害保険協会（American Property 

Casualty Insurance Association）は多くの保険会社と

協力して、若手や十分な金融サービスを受けていないコミ

ュニティから業界に人材を呼び込み、能力を開発し、維持

す る こ と を 目 的 と し て 「 米 国 保 険 実 習 訓 練 制 度

（Insurance Apprenticeship USA）」を開始した80。こ

の取り組みは、「女性と多様性：保険の機会を広げる

（Women & Diversity: Expanding Opportunities in 

Insurance）」コンファレンスの第1回で発表された81。 

2020年には黒人の保険プロフェッショナル人材の昇進を

加速させ、エグゼクティブレベルでの黒人の割合を高めるた

めに、The Institutesと提携した非営利組織である黒人

保 険 業 界 共 同 体 （ Black Insurance Industry 

Collective）が設立された82。さらに、UNI欧州の金融部

会は、「ジェンダー、年齢、障害などの要因に関わらず、

LGBTQIA+、トランス、インターセックスの人々を含め、従

業員が平等に、敬意と尊厳をもって扱われるようにする」

ために、欧州の保険会社との共同宣言を発表した83。 

効果的なガバナンスの枠組みにより、
透明性を促進するべきである 
世界経済フォーラム（WEF）は、地球（Planet）、人

（ People ） 、 ガ バ ナ ン ス の 原 則 （ Principles of 

Governance）、繁栄（Prosperity）という相互に依存

する4つの柱の下、21の中核指標と34の拡大指標から成

るESG指標と開示を提言している84。気候リスクに関して

は、気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force 

on Climate-related Financial Disclosures）による提

言の採用が保険会社に求められている。 
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図表9 

社会的公平性が企業文化のなかでより大きな部分を占めるようにするために、保険会社
はどのように取り組めばよいか？ 
 

 
 

 

 

出所：デロイトによる分析 

 

その完全実施までの期限は遅くとも3年以内であり、パリ

協定の目標に従って、温室効果ガス排出目標を開示す

ることとされている。人的資本については、保険会社は、デ

モグラフィック属性を従業員の年齢、民族、ジェンダーその

他の多様性指標別に開示するよう求められている。 

サステナブルファイナンス開示規則（SFDR）は、EUと国

連の「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」の一

部であり、金融市場参加者が主張するサステナビリティに

関する透明性を高め、サステナブル投資商品の市場を整

備するために導入された。EU指令では、今後10年間で

約1兆ユーロをグリーン投資に呼び込み、金融市場参加

者による気候関連情報の一貫性の欠如に対処し、サステ

ナブル商品の提供者の競争力に弾みをつけることを目指

している85。 

米国証券取引委員会（SEC）も、スコープ1、2、3の温

室効果ガス排出の開示を提案し、監視と指導を行うとと

もに、統一的で一貫性があり透明性の高いパブリックコミ

ュニケーション行うために、保険会社が気候リスク管理チー

ムを指導的立場に置くことを勧めている86。 

組織文化 
•最高ダイバーシティ責任者の指名、人材配置、権限付与 

•事業運営における DEI に対する配慮の範囲の拡大 
•結果と成果に対する焦点の集中 

•正式かつ一貫した説明責任の確立 

包摂的なアプローチ 
•全ステークホルダーに対する歓迎、尊重、支援 
•言葉と行動の両面から職場での支援を奨励 

偏見の打破 
•職場でのステレオタイプな偏見をなくす意識改革

プログラム／研修 
•誰をも敬意をもって差別なく扱い、全面的な参加

と貢献を奨励 

職場／顧客の多様性 
•低所得、女性といった未開拓層のニーズを満たす商
品・サービス 

•人種、ジェンダーアイデンティティ、民族、国籍、年齢
などにおけるマイノリティ集団から採用する努力 

機会へのアクセス 
•実行力の強化 
•多様な集団の考え方の活用 
•異なるチーム間のアイデア交換 

リーダーの声 
•上級管理職／指導的役割へのマイノリティ人材の
登用拡大 

•研修とメンター指導を通じた将来のリーダー育成 

社会的公平性 
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保険会社の行動と進捗状況については、外部のESG格

付会社が外部分析として一定の透明性を提供しているが、

報告責任が高まるにつれ、比較的小規模な保険会社の

サステナビリティチームにとって、膨大な量のデータ要求と行

動調査が大変な負担となり、より戦略的な役割まで手が

回らなくなる可能性がある。そのため、保険会社はCSOに

より多くのリソース（直属の部下と組織全体に配置する

ESG担当者の双方）を与える一方、リーダー層の報酬と

昇進を決定する際の業績評価にサステナビリティ指標を

組み入れ、より明確な説明責任を果たすべきである87。 

一つの問題として、ESG報告機関からの要請が標準化さ

れていないため、作業の重複や限られたリソースの浪費に

つながりやすいことが、保険会社から指摘されている88。保

険会社は、こうした評価の一貫性を向上させるための取り

組みをさらに強化し、報告用語の共通化と国際的サステ

ナビリティ基準の収斂に向けて他業界と協力していくべき

である。保険会社の社内では、ESGデータ収集を自動化

し、報告の効率を高める新たなテクノロジーツールを取り入

れていくべきであろう。 

 

 

「規制当局には、ESG に関して人的資本の取り組みを強化したいという社会的要求がある。当社は企業価値向上
というレンズを通して ESG 関連機関の要求を評価する。ステークホルダー間で規制・評価基準を標準化することによ
り、保険会社への負担を減らす必要がある。」 

— かんぽ生命保険、広報部サステナビリティ推進室長、福島亮介氏 

「サステナビリティには誰もが責任を持たなければならない。組織内の全員に ESG チャンピオンを目指すマインドセットが
醸成されるべきである。これを実現するために、当社では ESG リテラシープログラムを開始した…その一方で、ガバナンス
へのトップダウンのアプローチも極めて大切だ。サステナビリティガバナンス委員会を設置し、ESG 戦略・戦術・プロセスを
明確に定めることが重要である。計画と行動に透明性があり、結果は測定可能かつ達成可能なものであるべきで、
規制対応だけを目的とするべきではない。」 

— Liberty Mutual 社、chief sustainability officer、Francis Hyatt 氏 
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M&Aの展望：不透明な経済の中で
活動は鈍化している 
 

 

 

世界の合併・買収（M&A）活動は2021年を通して活

発で、保険セクターで完了したディールは418件と、2020

年の407件から増加した89。しかし、長引く経済的不透明

感を背景に90、保険引受事業者が関係するM&Aは

2022年第1四半期には鈍化し、合計30件、総額120億

9,000万米ドルとなった91。これに対して、2021年第1四半

期は46件、総額227億2,000万米ドルであった92。 

ただし、保険代理店とブローカーが関係するディール件数は、

2022年上半期には前年同期比16％増の427件となり、

上半期5年平均を13％上回った。これは、ブローカーが伝

統的なM&Aターゲットの先に目を向けたことによる93。最も

活発な買収プレーヤーは引き続きアグリゲーターとPE企業

であり、保険契約ブロックよりも買収、スケールアップ、売

却が容易な傾向にあるブローカーの買収が進んだ94。競争

の激しい市場において小規模・中堅プレーヤーの経営統合

も最も多かった。そうした企業は一般的に、保険会社に対

する交渉力がより弱く、多様な市場ニーズへ対応できる人

材もより少ないことから統合が加速している。 

今後については、世界の経済・政治情勢の不安定さと不

透明さのために、クロスボーダーディールの件数は低下する

とみられ、2022年の予測は立てにくくなっている。 

今年の長引く高インフレは損害保険会社の収益性を圧

迫しており、そのため、M&Aを通じて非標準的な保険種

目に進出する保険会社が増加する可能性もある95。同様

に、M&Aの見通しには引き続きマネージング・ジェネラル・

エージェント（MGA）が含まれると考えられている。MGA

は総じてマージン拡大と保険エコシステムへのより深い関与

が期待されるため、PEからも保険会社からも注目されている。

生命保険セグメントでは、全ての地域の保険会社が、非

中核的な保険契約ブロックを売却して中核的な保険商

品ビジネスにかかわる運用資産と保険負債のバランスを改

善する動きを続けるものと予想され、またテクノロジー能力

をアップグレードするための投資も続くものと予想される96。

さらに、不安定な市場が変額年金保険など市場連動資

産の売却を促している。例えばPrudentialは、ポートフォリ

オのリスク削減のために、310億米ドルの旧来の変額年金

ブロックをFortitude Reに22億米ドルで売却している97。

PEに支援されたアグリゲーターは、運用資産残高を増やす

ために、生命保険会社の事業への投資を拡大している。

例えば、2021年7月以降、Blackstoneは、Allstateの生

命保険部門を28億米ドルで買収するほか98、American 

International Group（AIG）と戦略的パートナーシップを

締結し、同社の生命保険・退職保険事業の株式持分

9.9％を22億米ドルで取得することを発表した99。 

投資の鈍化にもかかわらず、投資ビークル、パートナーとして、

また買収対象としてInsurTech企業は引き続き注目され

ると考えられる。レガシー・テクノロジーに悩む生命保険会

社は、デジタル化推進のために、InsurTech企業の買収ま

たは業務提携を引き続き検討していくものと考えられる。

例えば2022年4月、Munich Re USは生命保険引受事

業を最適化するために、医療記録検索企業のClaretoの

買収に合意している100。
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2023年も、保険会社は、いずれの市場、商品、顧客をター

ゲットとしてポートフォリオのポジションを見直し、資本を配賦

していくことが最も有益かを戦略的に決定していくべきであ

り、波乱含みの経済環境においてはなおさらといえる。 

純粋な買収や売却に加えて、インオーガニックな成長には、

他の形態のアライアンスが含まれる可能性がある。例えば、

デジタル化が「あればよいもの」から「なくてはならないもの」

へと変化しているため、DXに苦戦している保険会社が、保

険業界以外のプレーヤーとの提携や買収により、自らのソ

リューション提供のためのプラットフォームを構築しようと考え

る可能性がある。周辺金融サービスやテクノロジー大手で

データ分析能力を有する企業の中で、既存保険会社と

手を結んで市場プレゼンスを向上・拡大することに対して、

新たに、または改めて関心を持つところがあれば、こうした

保険会社側の関心と合致して新たな提携が起きてくる可

能性がある。 

 



世界の保険業界は長期的な成功実現の岐路にある 

29 

財務の展望：新会計基準は公開 
保険会社にスポットライトを当てる 
 

 

 

公開会社で保険財務の管理を担当している人々は、以

前から想定されていた生命保険や年金保険などの長期

契約を対象とする新会計基準の導入準備に5年間を費

やしてきた。これは決して単純な作業でもわずかな費用で

済む作業でもない。WTWによる50カ国の保険会社312

社を対象とした調査によると、システムを適応させる財務

変革の取り組みに業界全体で150億米ドルから200億米

ドルの支出が見込まれる101。 

2023年1月1日には、国際財務報告基準（IFRS）第

17号が施行され、保険契約の資産と負債がどのようにバ

ランスシートに表示されるかが決定される102。米国はIFRS

第17号を採用しない少数の国の一つであるが、米国の保

険会社も同様の規制の流れにあり、財務会計基準審議

会 に よ り 公 表 さ れ た 米 US-GAAP の 長 期 目 標 改 善

（LDTI）ルールの導入について同一の期限に直面してい

る103。米国とグローバルの双方で事業を行っている保険会

社はいずれの導入にも同時に対処しなければならない。 

これらの規制に従うために保険会社は、今頃には、全てで

はなくとも大部分の要素について準備が整っていなければ

ならない。第4四半期のテスト期間中と1月1日の適用開

始後のいずれにおいても微調整が必要となろうが、テクノ

ロジーとプロセスのインフラはすでにできている可能性が高い。

現在、保険会社は、これらの会計処理変更の実施およ

びその影響について、連邦・州規制当局、格付機関、株

式アナリストその他の外部ステークホルダーからの質問に回

答できるよう、データおよび説明をまとめることを重点的に

行っていると考えられる。 

また、基準改訂に伴い、アクチュアリー、会計士、財務計

画・分析のプロフェッショナルの間における協働も著しく増

加した。保険会社は、改訂後の基準をできる限り効率的

に実行するために、財務オペレーティングモデルや組織体制、

人材モデルにおいてどのような変更が必要となるか検討す

べきである。 

とはいえ、IFRS第17号とLDTIの要件は財務システムの重

要な変化のきっかけとなったが、これらの投資はより包括

的かつ能動的な変革の取り組みの基礎ともなるだろう。

保険会社は来年には、規制コンプライアンスの先を見据え、

最終的により優れた洞察と業績改善をもたらすようデータ

管理・利用能力を強化する方向に注意を向けていくべき

であろう。 

例えば、多くの保険会社が、データを収集・報告用にアク

セスしやすくするために、帳簿をクラウドに移行した。しかし、

その比較的ささやかな目標が達成された後のこの先の課

題は、会社全体でアドバンスト・アナリティクスと人工知能

を通じて、いかにしてデータ全般をイノベーションと成長のた

めに実用的なものとするかということであろう104。
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非公開保険会社（相互会社やプライベートエクイティに

所有される保険会社など）は遵守期限が2025年1月で

あることに留意されたい。そうした保険会社は、公開会社

がIFRS／LDTIの実践で学んだ教訓から恩恵を受けると思

われる。公開会社の準備が完了に近づいている今、既に

トレーニングと経験を積んだ人材の手が空いたところを囲い

込み、非公開保険会社の財務変革と規制実施の案内

役としようとしているはずである。 

今後を展望すると、保険引受と投資における気候リスク

から、人員配置とリーダーシップにおける多様性と包摂性、

補償の利用可能性と価格面における財務の公平性まで、

ESG関連の問題の情報に対する要望の増加が、財務部

門の次なる大きな報告上の課題になると予想される。 

この場合、政府・民間機関ともに多数の源泉から、より多

くのデータを求める圧力がかかっている。しかし、会計処理

の変更とは異なり、国によってもまたESG評価会社の間で

も標準が欠如しているため、作業の重複、追加的な時間

や費用、混乱が生じることが多い。 

次に保険税務のリーダーが行うべきこ
とは？ 
今後、保険会社の税務部門は、経済協力開発機構

（OECD）により提示されたピラー1、ピラー2など、グローバ

ルな税制改革による不確実性に引き続き警戒し備えてお

く必要がある。さらに、こうしたグローバルな税制の変革に

加え、米国の税制改革についても備えておくべきである。

具体的には、OECDのピラー2は、会計上の利益に基づく

ものの、多くの税務上の調整を有するグローバル・ミニマム

課税を導入する。 

保険会社の税務部門は、潜在的な税制改革の影響を

評価するため、能動的かつ早期に分析およびモデリング作

業を実施すべきである。こうした全世界ベースでの変革の

複雑さと重大さを踏まえると、依拠できる税務モデルには

新たな詳細なデータの集計を要するが、その多くは現時点

では未入手であり、すぐには利用できない可能性がある。

このように税が複雑化する一方、経常的に税務人材が不

足している傾向を鑑みると、保険会社は自社の税務部

門のオペレーティングモデルについて継続的に見直しを行っ

ていくべきであろう。 

さらに、保険会社の税務部門は、経済の不透明性や市

場情勢の変化を受けて策定される法規制等へ速やかに

対応できるよう、事業部門との連携を強化すべきである。

例えば、保険会社は金利上昇が自社の投資ポートフォリ

オに及ぼす影響を注意深くモニタリングし、潜在的な投資

損失に関するタックスプランニングの機会とリスクを把握す

るべきである。 

不透明性のもう一つの例は、暗号通貨の将来の税務上

の取り扱いである。デジタル資産市場に投資していたり、

またはそうした代替通貨による保険料を受け入れたりして

いる保険会社は、さまざまな法域の税制を遵守し、今後

の法規制動向を注意深くモニタリングするなど、暗号通

貨価値の大きな変動に伴う税務リスクを見込み、管理し

ていくべきである。 

一方、多くの保険会社がすでにESGをターゲットとした戦

略を策定しているが、これは、顧客基盤や規制当局向け

の案内に留まらず、税務面における過去の実績および今

後の戦略を評価する機会ともなり得る。今後もさまざまな

国で税務目的のESG報告基準の導入が見込まれている

ことから、保険会社の税務部門は、計画、実施中のビジ

ネス上の諸施策について引き続き注視すべきであろう。 
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最後のフロンティア： 
最終的な企業変革としての文化の 
変革 
 

 

世界的パンデミックのような深刻な事態ではないことを願う

ものの、今後1年、10年の間には「困難な状況」が発生す

ると思われ、厳しい状況となる可能性が高い。しかし、だ

からといって保険会社が過度に慎重になったり守りの姿勢

で対応したりするべきではない。むしろ、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大中によく示された、意欲的な起業家

精神のマインドセットを維持できるようにするべきである。そ

のマインドセットがあったからこそ、業務の基本的側面をよ

りデジタル化されたバーチャル経済に適するよう迅速に変

革することができたのだ。 

保険会社が危機的状況下で、これほどの短期間に効果

的な適応とイノベーションを遂げられたのであるならば、今

後それらの取り組みを継続することを妨げるものは何であ

ろうか。保険会社はパンデミック以前の業務手順やビジネ

スモデルに頼るのではなく、顧客に補償を提供し対応して

いく新たな方法を試行し続けるべきである。急速に変化し、

社会意識がより高まっている市場で、長期にわたり繁栄で

きる立場を構築するという攻めの姿勢を持ち続けることが

大切であろう。 

一つの方法として、顧客や従業員、マネジャー、シニアリー

ダーとして、開拓不十分なコミュニティの人々を、より能動

的かつ協力的に取り込んでいくことが考えられる。

もう一つの方法は、よりサステナブルなエネルギー源への移

行を推進・加速しながらも、化石燃料への依存度が依然

高い世界経済において従来のエネルギー関連リスクに対

する補償を維持する必要性とのバランスを取ることである。 

社内では、多くの保険会社が既に、さまざまな新たなテク

ノロジーやデータソースを活用した旧来業務の強化に多額

の投資を行う一方、これらのアップグレードの利点を十分

発揮させられるよう社員の能力向上を図っている。この新

たな基礎を築くことから、その潜在的な能力を発揮するま

での移行が今後の大きな課題になり、継続的な注意と投

資を要することとなるだろう。  

しかし、未来の保険会社に完全に転換するには、リスク削

減が中心の文化から、リスクを取るイノベーションと広範囲

にわたる思い切った改革を受け入れる文化へと、根本的

な文化を進化させるための歩みも止めるべきではない。 

社会、テクノロジーそして世界経済の進化がスピードアップ

し続ける中、そのペースに後れを取らず、前向きに変化して

いく決意を維持できる保険会社は、適応の遅い従来型

の保険会社に対しても、すでに存在する形態であれ、今

後出現する形態であれ、新たな競争相手に対しても、そ

の上を行く立場を確立できるだろう。 
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